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令和8年（2026年） 第4回政策評価・行政事業レビュー有識者会議

・ デジタルマーケットプレイス（DMP）カタログサイト
・ 国家資格等情報連携・活用システム



デジタルマーケットプレイス（DMP）カタログサイト
＜事業の目的・概要＞
• 省庁・自治体によるクラウドソフトウェア（SaaS）の調達迅速化と中小企業・スタートアップを含む調達先の多様化を

目的として、仕様に基づく検索による調達選定を可能とするカタログサイト事業

＜改善提案及び提案を踏まえた措置・検討状況（●：有識者からの改善提案、➢：改善提案を踏まえた措置・検討状況）＞
 今後の調達実績を伸ばすため、自治体等の認知拡大のみだけでなく、本サイトに対するニーズと検索などの機能につい 

ても自治体等の現場の職員からの意見を集めた上で対策を施すべきである。また、政府及び地方公共団体のシステムに
おいて導入可能なSaaSの類型を特定した上で、DMPを通じた適切な調達件数目標や中小・スタートアップの調達割合
に関する目標を立てるべきである。

➢ 自治体等の職員へのヒアリングやアンケート等を通じて、DMPに対するニーズや検索機能等に関する意見の収集を実施
している。また、行政機関において導入可能なSaaSの類型整理を進めるとともに、調達件数及び中小・スタートアップ
事業者の調達割合に関する目標設定についても引き続き検討していく。

 運用費が相当程度かかっているため、運用コストの削減を検討しながら、事業継続を判断する上でのKPI目標値として、
スクラッチ開発と比較したSaaS調達による歳出削減効果等も評価に含めながら、「いつまでに（時期）」「どの程度
（実績）」という観点で設定すべきである。

➢ 運用コストの最適化について継続的に検討を進めるとともに、調達件数のみならず、スクラッチ開発との比較による歳
出削減効果や調達期間短縮効果等も踏まえたKPIの設定について検討を進めている。また、事業継続の判断に活用可能な
指標として、達成時期及び目標水準を明確化した評価指標の整備に取り組んでいく。

 DMPを通じた調達実績をわかりやすく可視化するためダッシュボード等をカタログサイトに整備することで、実際にど
んなSaaSが調達されているのか事業者・行政職員が参考にできる環境を検討するべきである。

➢ 調達実績の見える化を図るため、調達主体、 SaaSの類型、提供事業者等の観点から実績を把握できるダッシュボード
機能の整備について検討を進めている。これにより、行政機関及び事業者双方が活用事例を参考にできる環境の構築を
目指している。



 今後、DMPの調達方式を通じた調達実績を着実に伸ばすために、引き続きボトルネックの解消に努めるべきである。
その際、ユーザーとなる地方公共団体の会計ルールとの関係に加えて、入札における品質及び価格の競争促進など、多
角的な視点から検討を行うべきである。

➢ 地方公共団体における会計・契約手続上の課題を把握するため、利用団体へのヒアリング等を実施している。また、品
質及び価格の競争性確保の観点も含め、DMPを活用した調達が円滑に実施されるための制度面・運用面の改善策につ
いても引き続き検討を進めていく。

 民間の同種サービスとの棲み分けについては、市場に競合するサービスがないかを引き続き確認し、棲み分けについ
て十分に検討を行うべきである。

➢ 民間市場の動向を継続的に調査し、類似サービスの有無やサービス内容の把握に努めている。引き続き、民間サービス
との役割分担や補完関係を踏まえながら、棲み分けについて十分な検討を行っていく。

 DMPが歳出削減に貢献するとともに、DMPが随意契約の誘発防止や、DMPに提示される価格などが適正であるよう
にする仕組みなどを検討すべきである。

➢ DMPの活用による歳出削減効果について検証手法の検討を進めていく。調達仕様チェックシートの設計等を通じて、
検索条件の過度な限定による調達候補の不当な絞り込みを防止しているが、引き続き、調達の公正性を確保する方策に
ついて検討していく。

 サイトの利用者側にもメリットがある点に鑑み、今後の利用状況も踏まえ、手数料の徴収についても検討を行うべきで
ある。

➢ 現時点では利用促進を優先しているが、今後の利用実績や事業者が享受する便益、運営コスト等を総合的に勘案し、受
益者負担の観点から手数料徴収のあり方について検討を進めていく。

デジタルマーケットプレイス（DMP）カタログサイト



＜事業の目的・概要＞
• 多くの国家資格関係事務が紙媒体を前提に運用されている現状において、マイナンバー制度の活用により、各種申請手続

きのオンライン化や資格情報の証明・提示などのデジタル化を推進することを目的としたもので、国民の方々の利便性向
上や行政運営の効率化等に関するシステム事業

＜改善提案及び提案を踏まえた措置・検討状況（●：有識者からの改善提案、➢：改善提案を踏まえた措置・検討状況）＞
 本システムの対象とする資格は、利用ニーズの⾼いものを優先するべきである。
 国家資格等における各種手続（登録・氏名変更等）は、紙・対面・郵送というオフライン・アナログが主流であり、国

家資格等の保有者・管理者の双方に負担が大きく、かつ手続の迅速・確実・正確性に課題がある。
また、国家資格等の証明は、紙・目視というアナログが主流であり、国家資格等の保有者・確認する者の双方に負担が
大きく、かつ証明の迅速・確実性に課題がある。

 これらを解決するため、国家資格のオンライン・デジタル化（オンライン申請・オンライン決済・住基ネット活用によ
る住民票省略、情報連携活用による戸籍省略、住基ネット活用による継続的・迅速・正確な最新住所等の把握、デジタ
ル資格者証の実現、デジタル資格証明による迅速・正確・確実な資格証明の実現など）が求められたが、そのためには
システム対応が必要であり、各国家資格等が個別にシステムを用意することは、スピード・コストの両面から困難で
あった。このため、令和２年以来の累次の閣議決定等に基づき、各国家資格がオンライン・デジタル化を実現するため
に必要なシステムで、共通で利用できる本システムを、デジタル庁が、構築・運用しているところ。

 一方で、令和２年以来の累次の閣議決定等に基づき、デジタル庁がけん引役となり、各国家資格等の所管省庁・資格管
理団体・関係団体等と連携して、本システムの利用による各国家資格等のオンライン・デジタル化を着実に推進してき
たところであり、令和８年７月現在、２２の国家資格等が本システムの利用を開始し、その他、１０８の国家資格等が、
本システムの利用の準備を進めている。

 これら１３０の国家資格等における本システムを利用するとの判断や、今後のこれら１３０以外の国家資格等における
本システムを利用するか否かの判断は、デジタル庁が権限を持つものではなく、各国家資格等の所管省庁の判断による
ところであるが、デジタル庁はけん引役として、利用の働きかけを行ってきた。

 デジタル庁は、利用の働きかけにあたり、これまでも、資格保有者が多い国家資格等や、資格証明の機会が多い国家資
格等については、特に重点的に行ってきたところである。
今後とも、有識者会議のご指摘のとおり、利用ニーズの高いものについては、より利用のメリットが発現することにか
んがみ、特に重点的に働きかけを行ってまいりたい。

国家資格等情報連携・活用システム



 事業のKPIとして、「利用資格件数」（本システムを通じて手続が可能な資格数）が設定されているが、システムの実
際の利活用の状況に着目した指標が設定されるべきである。

 現在のＫＰＩである「利用資格件数」が、その性質上、本システムの最も重要なＫＰＩであることは今後とも変わりな
いと思料するが、本システムの利用による国家資格のオンライン・デジタル化によるメリットの発現は、本システムの
利活用が積極的に行われてはじめて発現するものであるから、本システムの積極的な利用が推進されるべきであり、有
識者会議のご指摘のとおり、システムの実際の利活用の状況に着目した指標が設定されるべきであると思料する。

 このため、有識者会議のご指摘を踏まえ、令和８年度の行政事業レビューシートから、事業のＫＰＩとして、これまで
の「利用資格件数」（短期アウトカム）や「利用件数（オンライン申請件数）」（長期アウトカム）に加えて、システ
ムの実際の利活用の状況に着目した指標として「マイナンバー情報連携件数」を新たに加えることとしたい。

＜参考：指標の説明＞
・「利用資格件数」：国家資格等情報連携・活用システムを利用を開始した資格の数（令和８年７月現在、２２）であ
る。これはすなわち、本システムの利用を通じた負担軽減、手続の迅速・確実・正確性の向上をするための先行指標
である。

・「利用件数（オンライン申請件数）」：国家資格等における各種手続（登録・氏名変更等）が、紙・対面・郵送とい
うオフライン・アナログに代えて、オンライン・デジタルで行われた件数である。すなわち、国家資格保有者・管理
者双方において負担軽減、手続の迅速・確実・正確性の向上が行われた件数である。

・「マイナンバー情報連携件数」：住民基本台帳ネットワークシステム照会・戸籍関係情報照会の件数である。すなわ
ち、基本的には、国家資格等の保有者において、住民票の写しや戸籍の写しの取得・添付が省略された件数である。

国家資格等情報連携・活用システム



 資格をいくつかのグループに分け、対応資格件数あたりに加えて、申請件数当たりのコストを算出するなど、より精緻
なコスト分析を行うべきである。また、便益についても、各資格の個別システムから本システムに統合することによる
費用・負担の削減効果、資格保有者（又は資格取得を予定する者）及び資格管理者の利便性の向上等を可能な限り定量
的に把握するべきである。

 本システムの利用による国家資格等のオンライン・デジタル化の便益（メリット）については、定性的には、主に以下
があると思料。これらについて、有識者会議のご指摘を踏まえ、可能な事項については、一定の試算として、可能な限
り定量的に把握することを、検討してまいりたい。

【主なメリット】
・資格保有者におけるメリット
各種手続をオンラインで行うことによるメリット（役所に行く、郵送が不要、各種証明書取得が不要 など）

・資格管理者におけるメリット
各種手続きをオンラインで受けることによるメリット（審査が効率的、管理が正確 など）

・資格確認者（広く国民を含む）におけるメリット
資格確認をデジタル資格者証で行うメリット（保持が不要、確認が迅速・確実 など）

 また、コスト分析については、本システムが共同利用システムであるという性質上、難しい面もあると思料するが、有
識者会議のご指摘を踏まえ、直接的な本システムの整備・運用に係る費用を定量的に把握することはもとより、より精
緻なコスト分析についても、検討を行ってまいりたい。

国家資格等情報連携・活用システム



 紙ベースでの処理とオンライン処理が併存することによる二重投資はどう解消するか。紙の資格証をオンラインに切り
替えることでコストを強いられる企業・個人が生まれる可能性がある以上、そうした社会全体の移行コストを考慮する
とともに、一時的に紙ベースの処理も併存させるのか、全⾯オンライン処理に移行するのか等の見通しを示すべきであ
る。

 本システムの利用による国家資格のオンライン・デジタル化については、一般的には、紙ベースでの処理とオンライン
処理が併存することとなり、資格保有者が、登録・変更手続きにあたり、従来からの紙・対面・郵送による方法による
か、オンライン申請によるか、選択することとなるのが通例である。

 このことを前提としつつも、資格保有者において、オンライン申請等の手続きを選択する者がより増加することにとも
ない、より資格保有者・資格管理者の双方のメリットが増大し、よりコストの削減にもつながることから、デジタル庁
がけん引し、各資格管理者・関係団体等と連携し、利用のメリットや方法のわかりやすい説明を資格保有者に積極的に
行うなど、オンライン申請がより行われるよう、取り組みを行ってまいりたい。

 また、例えば、建築基準適合判定資格者においては、本システムの利用に伴い、令和７年１２月から新規登録申請につ
いて、原則「オンラインによる受付」とし、オンライン申請が行えない事情がある場合には、紙申請としている。
完全に従来の手続きを廃止することについては、一般的に、オンライン手続等がどうしても困難な者は存在するもので
あり、また、マイナンバーカードを所有していない者が存在することにかんがみると、簡単ではないと思料するが、デ
ジタル庁においては、こうした原則「オンラインによる受付」とした事例について、他の国家資格の所管省庁等におい
ても参照・採用されることを目指し、わかりやすい周知等の取り組みを行ってまいりたい。

 また、本システムによるデジタル資格者証については、その利用推進のためには、制度的に、各国家資格ごとに、従来
の紙の資格者証の保持義務や提示義務の見直しなども必要であることから、引き続き、デジタル庁がけん引して、総務
省や関係省庁等と連携し、取り組みを行ってまいりたい。

 なお、デジタル資格者証は、印刷されたＱＲコードを一般的なスマホのカメラで撮影するだけで真贋確認とデジタル
データの取得が可能な仕様となっており、現在の紙の資格者証に比べて、資格を確認する側での大きなコスト増は想定
しにくいものであることを、デジタル庁から各国家資格の所管省庁等に対し、わかりやすく説明を行い、利用を推進し
てまいりたい。

国家資格等情報連携・活用システム



 本システムの「受益者」とは誰を指すのかを明確にした上で、受益者の便益の向上を図り、事業の費用対効果の改善を
目指すべきである。また、受益者負担の観点から、利用料徴収のあり方は引き続き検討を行うべきである。

 本システムの利用による国家資格等のオンライン・デジタル化の「受益者」と、それぞれの受益（メリット）について
は、定性的には、主に以下があると思料。これら受益者の便益の向上について、有識者会議のご指摘を踏まえ、デジタ
ル庁がけん引役となり、各国家資格の所管省庁等と連携し、利用の増大をはじめ、積極的に取り組みを行ってまいりた
い。

【本システムの「受益者」と、ぞれぞれの受益（メリット）】
・資格保有者
各種手続をオンラインで行うことによるメリット（役所に行く、郵送が不要、各種証明書取得が不要 など）

・資格管理者
各種手続きをオンラインで受けることによるメリット（審査が効率的、管理が正確 など）

・資格確認者（広く国民を含む）
資格確認をデジタル資格者証で行うメリット（保持が不要、確認が迅速・確実 など）

 また、受益者負担の観点から、利用料徴収を行うことは、以下の点から簡単ではないと思料するが、有識者会議のご指
摘を踏まえ、各国家資格の所管省庁等と連携して、利用者負担の在り方について、引き続き検討を行ってまいりたい。

【利用料徴収が困難であることの理由】
・そもそも、本システムの「受益者」に、資格確認者（広く国民を含む）が含まれること
・本システムは、共同利用システムであり、各国家資格保有者ごとのコスト算定が難しいこと
・本システムを利用する各国家資格は、本システムの利用機能、利用形態、利用開始の有無、利用頻度が異なり、また、
継続的に変化することから、これらを踏まえた公平・適正な利用料の設定が難しいこと

・令和８年７月現在、利用開始団体は２２資格であり、今後、１０８資格が利用を予定するなど、まだ利用によるメ
リットは資格者、管理者ともに十分に発現しておらず、かつ、平準化もされていないこと

・これまで、本システムを利用した国家資格のオンライン・デジタル化が順調に推進されてきたところ、利用料徴収に
より、資格保有者や資格管理者、所管省庁等における利用推進・早期導入の意思が阻害される懸念があること

国家資格等情報連携・活用システム



 一者入札になっているが、競争入札となるべきであり、仮に一者入札にしてもその調達コストを下げるための工夫は必
要である。

 本システムに係る設計・開発及び運用・保守業務の調達においては、令和４年から令和６年度までは複数事業者による
応札があったところ、令和７年度においては一者応札となっていたところ。

 有識者会議のご指摘も踏まえ、複数の応札の実現を目指し、複数事業者への案件に関するわかりやすい説明等により、
積極的な参画を募ったことにより、令和８年度の設計・開発及び運用・保守業務においては、複数者（設計・開発業務
で三者、運用・保守業務において二者）からの応札が、実現したところである。

 来年度以降も、競争入札が実現するよう、継続して複数事業者への案件に関するわかりやすい説明等により、積極的な
参画を募る取り組みを行うことにより、競争入札を実現し、調達コストを下げるべく、引き続き、取り組んでまいりた
い。
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